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１　年別申請・申立件数の推移

区　　　分　調整事件　
不当労働
行為事件

組合
資格審査

個別労使
紛争事件

区　　　分　調整事件　
不当労働
行為事件

組合
資格審査

個別労使
紛争事件

昭和２１年 7 1 　- - 昭和５１年 136 155 96 -

２２年 24 4 　- - ５２年 116 114 90 -

２３年 69 24 　- - ５３年 117 129 78 -

２４年 128 40 235 - ５４年 78 87 95 -

２５年 102 37 173 - ５５年 95 81 54 -

２６年 119 41 117 - ５６年 68 82 81 -

２７年 97 37 124 - ５７年 83 85 61 -

２８年 119 46 53 - ５８年 85 92 77 -

２９年 88 75 74 - ５９年 78 84 67 -

３０年 95 64 78 - ６０年 70 78 61 -

３１年 88 56 76 - ６１年 63 86 63 -

３２年 102 45 79 - ６２年 66 102 59 -

３３年 63 58 72 - ６３年 81 81 58 -

３４年 57 32 49 - 平成元年 48 72 81 -

３５年 76 55 72 - ２年 21 52 27 -

３６年 175 86 91 - ３年 24 50 34 -

３７年 129 65 80 - ４年 18 58 36 -

３８年 82 39 62 - ５年 60 83 43 -

３９年 101 52 72 - ６年 47 82 44 -

４０年 118 92 77 - ７年 67 81 53 -

４１年 126 145 (85) 76 - ８年 40 59 33 -

４２年 87 70 66 - ９年 46 77 83 -

４３年 97 66 68 - １０年 62 95 48 -

４４年 122 63 66 - １１年 51 111 66 -

４５年 132 94 69 - １２年 39 85 54 -

４６年 182 74 70 - １３年 55 82 56 -

４７年 128 89 87 - １４年 53 97 47 2

４８年 87 87 46 - １５年 59 92 78 7

４９年 159 113 72 - １６年 45 71 57 7

５０年 169 134 105 - １７年 55 56 74 11

（注）１　（ ）内の数字は、実質的に同一内容の事案が個別に申し立てられた事例（計６１件）を１件とした場合。

　　  ２　調整事件の申請には職権開始件数を含む。

　　  ３　※審査再開事件1件を含む。
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区　　分 　調整事件　
不当労働
行為事件

組合
資格審査

個別労使
紛争事件

平成１８年 50 71 59 5

１９年 51 76 66 4

２０年 44 85 50 8

２１年 68 85 52 5

２２年 50 89 45 3

２３年 43 73 57 3

２４年 56 92 45 1

２５年 36 68 75 2

２６年 47 77 45 4

２７年 28 69 60 4

２８年 37 70 38 0

２９年 21 49 60 1

３０年 21 72 31 3

令和元年 23 41 42 5

２年 26 51 29 2

３年 32 74 35 0

４年 24 59 26 2

５年 28 75 50 2

６年 19 57 42 5

７年 29 47 47 5

  合　　計 5,787 5,823 (5,763) 5,117 91

※
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２　令和７年取扱状況
（１）調整事件関係

１－１表　取扱状況

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

前年 か ら の 繰 越件数 9 24.3 8 29.6 5 14.7
新 規 申 請 件 数 28 75.7 19 70.4 29 85.3

合　　　　計 37 100.0 27 100.0 34 100.0
終 結 件 数 29 78.4 22 81.5 26 76.5
翌 年 へ の 繰 越 件 数 8 21.6 5 18.5 8 23.5
終結件数の内、調整員

指名分の調整回数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

  １月 0 0.0 2 10.5 1 3.4
  ２月 1 3.6 3 15.8 3 10.3
  ３月 2 7.1 3 15.8 1 3.4
  ４月 2 7.1 1 5.3 2 6.9
  ５月 0 0.0 2 10.5 0 0.0
  ６月 5 17.9 0 0.0 0 0.0
  ７月 5 17.9 2 10.5 7 24.1
  ８月 3 10.7 1 5.3 1 3.4
  ９月 4 14.3 1 5.3 6 20.7
１０月 4 14.3 1 5.3 2 6.9
１１月 2 7.1 2 10.5 4 13.8
１２月 0 0.0 1 5.3 2 6.9

28 100.0 19 100.0 29 100.0

１－３表　申請者別申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

組 合 26 92.9 18 94.7 28 96.6
使 用 者 2 7.1 1 5.3 1 3.4
双 方 0 0.0 0 0.0 0 0.0
職 権 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　　計 28 100.0 19 100.0 29 100.0

１－４表　組合系統別申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

連 合 7 24.1 6 30.0 4 12.5
全 労 連 10 34.5 3 15.0 6 18.8
そ の 他 の 上 部 団 体 3 10.3 9 45.0 9 28.1
上 部 団 体 な し 9 31.0 2 10.0 13 40.6

合　　　　計 29 100.0 20 100.0 32 100.0
（注）　組合側が被申請者の場合も含む。令和５年、６年は複数組合による申請、令和７年は複数組合による

　　　　申請及び上部団体に二重加盟している組合があったため、他表の申請件数と一致しない。

区 分
５年 ６年 ７年

48回 41回 44回

区 分
５年 ６年 ７年

（注）　５年、６年、７年の申請は、すべてあっせんであり、調停及び仲裁の申請はなかった。

１－２表　月別申請件数

区 分
５年 ６年 ７年

合　　　　計

区 分
５年 ６年 ７年
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１－５表　企業規模別申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

8 28.6 9 47.4 12 41.4
4 14.3 2 10.5 4 13.8
10 35.7 3 15.8 4 13.8
0 0.0 1 5.3 2 6.9
1 3.6 1 5.3 0 0.0
3 10.7 0 0.0 4 13.8
0 0.0 1 5.3 2 6.9
2 7.1 2 10.5 1 3.4
28 100.0 19 100.0 29 100.0

１－６表　産業分類別申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

1 3.6 1 5.3 1 3.4
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 1 3.4
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0
1 3.6 2 10.5 0 0.0
3 10.7 1 5.3 5 17.2
4 14.3 3 15.8 6 20.7
0 0.0 0 0.0 1 3.4
2 7.1 0 0.0 0 0.0
0 0.0 1 5.3 2 6.9
1 3.6 2 10.5 2 6.9
3 10.7 1 5.3 0 0.0
4 14.3 4 21.1 4 13.8
1 3.6 1 5.3 3 10.3
0 0.0 1 5.3 0 0.0
0 0.0 0 0.0 1 3.4
3 10.7 0 0.0 1 3.4
1 3.6 1 5.3 2 6.9
1 3.6 0 0.0 0 0.0
4 14.3 0 0.0 3 10.3
3 10.7 5 26.3 2 6.9
0 0.0 0 0.0 1 3.4
4 14.3 3 15.8 4 13.8
0 0.0 0 0.0 0 0.0

合 計 28 100.0 19 100.0 29 100.0
※ その他は、「農業、林業」、「漁業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「公務」、「分類不能の産業」の合計とする。

５年 ６年 ７年

４ ９ 人 以 下

５ , ０ ０ ０ 人 以 上

合　　　　計

区 分

５ ０ ～ ９ ９ 人

区 分

１ ０ ０ ～ ２ ９ ９ 人

３ ０ ０ ～ ４ ９ ９ 人

５ ０ ０ ～ ９ ９ ９ 人

１ , ０ ０ ０ ～ １ , ９ ９ ９ 人

２ , ０ ０ ０ ～ ４ , ９ ９ ９ 人

５年 ６年 ７年

製
造
業

繊 維

印 刷

化 学

金 属 製 品

機 械 器 具

そ の 他

小　　　　計

建 設 業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運
輸
業、

郵
便
業

道 路 旅 客 運 送

道 路 貨 物 運 送

そ の 他

小　　　　計

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業

宿泊業、飲食サービス業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他 ※
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１－７表　調整事項別申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

      組 合 承 認 ・組 合 活 動 0 0.0 1 2.6 4 7.1
      協 約 締 結 ・全 面 改 定 0 0.0 0 0.0 0 0.0
      協 約 効 力 ・解 　 　 　釈 1 1.7 0 0.0 0 0.0

    賃金増額 2 3.4 3 7.9 1 1.8
賃     一時金 1 1.7 4 10.5 1 1.8

    諸手当 1 1.7 0 0.0 1 1.8
金     その他賃金に関する事項 8 13.8 4 10.5 7 12.5

    退職一時金・年金 1 1.7 0 0.0 1 1.8
等     解雇手当・休業手当 0 0.0 0 0.0 1 1.8

       小　　計 13 22.4 11 28.9 12 21.4
給与     労働時間 2 3.4 1 2.6 1 1.8
以外     休日・休暇 2 3.4 1 2.6 1 1.8
の     作業方法の変更 0 0.0 0 0.0 2 3.6
労働     定年制 0 0.0 0 0.0 0 0.0
条件     その他の労働条件 3 5.2 0 0.0 1 1.8

       小　　計 7 12.1 2 5.3 5 8.9
    事業休廃止･縮小 0 0.0 0 0.0 0 0.0

経     企業合併･営業譲渡 0 0.0 0 0.0 0 0.0
営     人員整理 0 0.0 0 0.0 0 0.0
･     配置転換 0 0.0 1 2.6 3 5.4
人     解雇 8 13.8 3 7.9 7 12.5
事     その他経営人事 8 13.8 5 13.2 7 12.5

       小　　計 16 27.6 9 23.7 17 30.4
      福　　　利　 　　厚　　　生 1 1.7 0 0.0 0 0.0
      団　　　交　　 　促　　　進 13 22.4 12 31.6 12 21.4
      事　　前　　協　　議　　制 1 1.7 0 0.0 0 0.0
      そ　　　 　　の　　 　　　他 6 10.3 3 7.9 6 10.7

合　　　　計 58 100.0 38 100.0 56 100.0
（注）　１件の申請で複数の内容にわたるものがあるため、本表の合計は申請件数と一致しない。

１－８表　合同労組・複数組合併存下事案の申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

新     　 規        申     　 請 　 28   - 19   - 29   -
25 89.3 15 78.9 23 79.3
19 67.9 4 21.1 17 58.6
10 35.7 5 26.3 7 24.1

（注）  １件の申請で複数項目に該当する事案がある。

１－９表　終結態様別終結件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

12 41.4 9 40.9 9 34.6
0 0.0 1 4.5 0 0.0

12 41.4 9 40.9 9 34.6
5 17.2 3 13.6 8 30.8
（0） （0） （0）

0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　　計 29 100.0 22 100.0 26 100.0
（注）　（　）内の数字は、｢被申請者辞退による打切り」で内数

区 分
５年 ６年 ７年

区 分
５年 ６年 ７年

合 同 労 組 事 案

駆 け 込 み 訴 え 事 案

複 数 組 合 併 存 下 事 案

区 分
５年

労委規則第65条第2項に基づく不開始

７年

調 整 開 始 前 取 下 げ

調 整 開 始 後 取 下 げ

調 整 に よ る 解 決

不 調 ・ 打 切 り

移 管

６年
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１－１０表　平均係属日数

区　　　　分 ５年 ６年 ７年

あっせん 102.3 120.2 87.8
調　　停 0.0 0.0 0.0
仲　　裁 0.0 0.0 0.0
合　　計 102.3 120.2 87.8

（注）　事件申請日から終結までの日数

１－１１表　平均所要日数

区　　　　分 ５年 ６年 ７年

あっせん 111.5 137.4 98.4
調　　停 0.0 0.0 0.0
仲　　裁 0.0 0.0 0.0
合　　計 111.5 137.4 98.4

（注）　調整員指名日から終結までの日数
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（２）不当労働行為事件関係

２－１表　取扱状況

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％
前年からの繰越件数 71 48.6 88 60.7 70 59.8
新 規 申 立 件 数 75 51.4 57 39.3 47 40.2
合計（取扱件数） 146 100.0 145 100.0 117 100.0
終 結 件 数 58 39.7 75 51.7 55 47.0
翌年への繰越件数 88 60.3 70 48.3 62 53.0

２－２表　月別申立件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

  １月 1 1.3 6 10.5 1 2.1
  ２月 4 5.3 4 7.0 3 6.4
  ３月 11 14.7 5 8.8 1 2.1
  ４月 6 8.0 5 8.8 4 8.5
  ５月 5 6.7 2 3.5 3 6.4
  ６月 7 9.3 10 17.5 5 10.6
  ７月 7 9.3 4 7.0 3 6.4
  ８月 10 13.3 5 8.8 2 4.3
  ９月 6 8.0 3 5.3 7 14.9
１０月 7 9.3 2 3.5 8 17.0
１１月 5 6.7 7 12.3 4 8.5
１２月 6 8.0 4 7.0 6 12.8

合　　　　計 75 100.0 57 100.0 47 100.0

２－３表　申立人別申立件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

組 合 74 98.7 56 98.2 44 93.6
個 人 0 0.0 0 0.0 1 2.1
組合・個人連名 1 1.3 1 1.8 2 4.3
合　　　　計 75 100.0 57 100.0 47 100.0

２－４表　組合系統別申立件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

連 合 15 20.0 17 29.8 9 19.6
全 労 連 3 4.0 4 7.0 7 15.2
その他の上部団体 30 40.0 23 40.4 17 37.0
上 部 団 体 な し 27 36.0 13 22.8 13 28.3
合　　　　計 75 100.0 57 100.0 46 100.0

（注）　各年とも個人申立てを除く。

７年

区 分

区 分

区 分

区 分

５年

５年

６年 ７年

５年 ６年 ７年

６年 ７年

５年 ６年
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２－５表　企業規模別申立件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％
４ ９ 人 以 下 26 40.0 16 30.8 15 39.5
５ ０ ～ ９ ９ 人 2 3.1 5 9.6 3 7.9
１ ０ ０ ～ ２ ９ ９ 人 18 27.7 15 28.8 5 13.2
３ ０ ０ ～ ４ ９ ９ 人 5 7.7 2 3.8 0 0.0
５ ０ ０ ～ ９ ９ ９ 人 4 6.2 6 11.5 4 10.5
１ ， ０ ０ ０～１， ９ ９ ９人 2 3.1 1 1.9 4 10.5
２ ， ０ ０ ０～４， ９ ９ ９人 4 6.2 1 1.9 3 7.9
５ ， ０ ０ ０ 人 以 上 4 6.2 6 11.5 4 10.5

合　　　　計 65 100.0 52 100.0 38 100.0
（注）申立事件には企業規模が不明の事件が含まれるため、本表の申立件数は、他表の申立件数と一致しない。

２－６表　産業分類別申立件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

0 0.0 0 0.0 1 2.1
0 0.0 1 1.8 1 2.1
2 2.7 0 0.0 0 0.0
0 0.0 1 1.8 0 0.0
1 1.3 4 7.0 1 2.1
1 1.3 2 3.5 1 2.1
7 9.3 4 7.0 8 17.0
11 14.7 12 21.1 11 23.4
0 0.0 0 0.0 1 2.1
2 2.7 2 3.5 1 2.1
6 8.0 8 14.0 2 4.3
2 2.7 4 7.0 1 2.1
3 4.0 0 0.0 2 4.3
11 14.7 12 21.1 5 10.6
4 5.3 3 5.3 2 4.3
3 4.0 0 0.0 1 2.1
0 0.0 0 0.0 0 0.0
1 1.3 2 3.5 1 2.1
3 4.0 3 5.3 1 2.1
4 5.3 0 0.0 0 0.0
9 12.0 5 8.8 5 10.6
18 24.0 12 21.1 13 27.7
2 2.7 0 0.0 1 2.1
6 8.0 5 8.8 3 6.4
1 1.3 1 1.8 1 2.1

合 計 75 100.0 57 100.0 47 100.0
※ その他は、「農業、林業」、「漁業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「公務」、「分類不能の産業」の合計とする。

不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業

サ ー ビ ス 業

情 報 通 信 業

運
輸
業、

郵
便
業

小　　　　計

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

道 路 旅 客 運 送

そ の 他 ※

宿泊業、飲食サービス業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

区 分
５年

区 分

建 設 業

製
造
業

繊 維

印 刷

化 学

金 属 製 品

６年 ７年

５年 ６年 ７年

機 械 器 具

そ の 他

小　　　　計

道 路 貨 物 運 送

そ の 他

電気・ガス・熱供給・水道業
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２－７表　労働組合法第７条各号別申立件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

　　　　１号 40 32.0 31 29.2 22 28.6
　　　　２号 48 38.4 37 34.9 34 44.2
　　　　３号 34 27.2 36 34.0 20 26.0
　　　　４号 3 2.4 2 1.9 1 1.3

125 100.0 106 100.0 77 100.0
（注）　１件の申立てで各号にわたるものがあるため、本表の申立件数は、他表の申立件数と一致しない。

２－８表　労働組合法第７条内容別申立件数　

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

　　１号 8 10.7 2 3.5 4 8.5
　　１・２号 7 9.3 3 5.3 5 10.6
　　１・３号 11 14.7 15 26.3 6 12.8
　　１・４号 0 0.0 0 0.0 0 0.0
　　１・２・３号 11 14.7 9 15.8 6 12.8
　　１・２・４号 0 0.0 0 0.0 1 2.1
　　１・３・４号 1 1.3 1 1.8 0 0.0
　　１・２・３・４号 2 2.7 1 1.8 0 0.0
　　２号 26 34.7 16 28.1 17 36.2
　　２・３号 2 2.7 8 14.0 5 10.6
　　２・４号 0 0.0 0 0.0 0 0.0
　　２・３・４号 0 0.0 0 0.0 0 0.0
　　３号 7 9.3 2 3.5 3 6.4
　　３・４号 0 0.0 0 0.0 0 0.0
　　４号 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合　　　　　　　計 75 100.0 57 100.0 47 100.0

２－９表　労働組合法第７条各号内容別申立件数　

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％
組合員であること 6 4.8 5 4.6 2 2.6

解 組 合 加 入 0 0.0 0 0.0 1 1.3
雇 組 合 結 成 0 0.0 0 0.0 0 0.0

１号 組 合 活 動 1 0.8 0 0.0 0 0.0
その他 組合員であること 24 19.4 22 20.2 17 21.8
不利 組 合 加 入 2 1.6 5 4.6 2 2.6
益取 組 合 結 成 0 0.0 0 0.0 0 0.0
扱い 組 合 活 動 6 4.8 2 1.8 1 1.3
黄　　犬　　契　　約 0 0.0 0 0.0 0 0.0
２　　　　　　　号
（団体交渉拒否）

支配 組 合 結 成 0 0.0 0 0.0 0 0.0
３号 介入 組 合 運 営 34 27.4 36 33.0 20 25.6

経費上の援助 0 0.0 0 0.0 0 0.0
 不当労働行為救済申立て

 等にかかる不利益取扱い

合　　　　　　　　　計 124 100.0 109 100.0 78 100.0
（注）　１件の申立てで多くの内容にわたるものがあるため、本表の申立件数は他表の申立件数と一致しない。

1 1.3

48 38.7 37 33.9 34 43.6

４号 3 2.4 2

合　　 　　　　　計

区　　       　　分

1.8

５年 ６年
区　　       　　分

区　　       　　分

７年

６年５年 ７年

５年 ６年 ７年
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２－１０表　合同労組の申立件数

件　数 比 率％ 件　数 比 率％ 件　数 比 率％

申立件数 75 100.0 57 100.0 47 100.0
うち合同労組 63 84.0 48 84.2 39 83.0
うち駆込み訴え 17 22.7 13 22.8 11 23.4

(注)比率は、申立件数全数に占める比率を示す。

２－１１表　証人等出頭命令の申立・決定件数

前年からの繰越件数

新 規 申 立 件 数

合 計 （係属件数）

終　 結 　件 　数

全 部 認 容

一 部 認 容

棄 却

却 下

２－１２表　物件提出命令の申立・決定件数

前年からの繰越件数

新 規 申 立 件 数

合 計 （係属件数）

終　 結 　件 　数

全 部 認 容

一 部 認 容

棄 却

却 下

２－１３表　終結態様別終結件数

件　　数 比 率　％ 件　　数 比 率　％ 件　　数 比 率　％

移　　　　　　　送 0 0.0 0 0.0 0 0.0
却　　　　　　　下 1 1.7 3 4.0 1 1.8
取　　　下　　　げ 6 10.3 8 10.7 4 7.3
関 与 和 解 19 32.8 19 25.3 7 12.7
無 関 与 和 解 5 8.6 6 8.0 3 5.5

小　　計 24 41.4 25 33.3 10 18.2
全 部 救 済 14 24.1 18 24.0 11 20.0
一 部 救 済 10 17.2 7 9.3 14 25.5
棄 却 3 5.2 14 18.7 15 27.3

小　　計 27 46.6 39 52.0 40 72.7
58 100.0 75 100.0 55 100.0

和解

命令

合　　　　計

５年 ６年 ７年
区　       　　 分

職 　 権　  決 　 定 0 0 0

翌年への繰越件数 0 0 0

0 0 0
2 0 0

決
　
定

0 0 0

0 0 0

取　  下   ・   打  　切 0 0 0
2 0 0
2 0 0
1 0 0

件　　数 件　　数

1 0 0
件　　数

５年 ６年 ７年
区　       　　 分

職 　 権 　 決  　定 0 0 0

翌年への繰越件数 0 0 0

決
　
定

0 0 0

取　  下   ・   打  　切 1 0 0
2 0 0

0 0 0
1 0 0
0 0 0

2 0 0
2 0 0
0 0 0

区　       　　 分

区　       　　 分
件　　数 件　　数 件　　数

５年 ６年 ７年

５年 ６年 ７年
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２－１４表　平均処理日数

２－１５表　命令書・決定書交付本数

本　　数 比 率　％ 本　　数 比 率　％ 本　　数 比 率　％

6 33.3 14 40.0 9 25.7
〔1〕 〔1〕 〔0〕
9 50.0 6 17.1 14 40.0
〔4〕 〔3〕 〔4〕
2 11.1 12 34.3 11 31.4
〔0〕 〔1〕 〔0〕
1 5.6 3 8.6 1 2.9
〔0〕 〔0〕 〔0〕

18 100.0 35 100.0 35 100.0

（注）　〔　　〕内は、複数事件を併合した命令書・決定書の交付本数を示す。　

　　　併合事件があるため、交付本数と事件数とは一致しない。

２－１６表　審査状況

区　　　　　分

　審問回数

　調査回数

　和解回数

　合 　 　計

　証人等数

２－１７表　再審査事件数

件　　数 比 率　％ 件　　数 比 率　％ 件　　数 比 率　％

36 81.8 35 63.6 36 64.3
8 18.2 20 36.4 20 35.7
44 100.0 55 100.0 56 100.0
9 20.5 19 34.5 23 41.1
35 79.5 36 65.5 33 58.9

（注）　１　命令交付の年と不服申立ての年が異なる事件は、命令交付の年に算入した。　

　　　　２　令和７年の新規申立件数は、12月末現在の数字である。

 　　　　　　したがって、翌８年の不服申立てなどにより、数値が変更になることがある。

　　　　３　件数は当委員会の命令・決定交付件数を示す。

269 379
190 183 79

434 416
17

261
65

17 3

区            分
５年 ６年 ７年

77 87

翌年への繰越件数

新規申立件数

合計(係属件数）

終   結    件   数

前年からの繰越件数

344
73
５年 ６年 ７年

80
319

61
197

　却　　　　　　　 下

　合　　　         計

　棄　　　　　　 　却

　一 　部　 救　 済

　全　 部　 救 　済

７年
　区　       　    分

５年 ６年

命令・決定事件 571 501655
無関与和解事件

関 与 和 解 事 件

全 終 結 事 件

取 下 事 件 320
284

368 326

区　       　　分 ５年 ６年 ７年

459 442 450
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２－１８表　行政訴訟事件数

５年 ６年 ７年

件　　数 比 率　％ 件　　数 比 率　％ 件　　数 比 率　％

6 46.2 5 50.0 3 [1] 50.0
7 53.8 5 [2] 50.0 3 50.0
13 100.0 10 [2] 100.0 6 [1] 100.0
8 61.5 7 [1] 70.0 2 [1] 33.3
5 38.5 3 [1] 30.0 4 66.7

（注） １ 提起件数及び終結件数には、各裁判所での提起件数、上訴件数及び終結件数のすべてを算入した。

　　　 ２ 令和７年末の係属件数内訳……………………………………　大阪地裁 3件

大阪高裁 1件

最高裁 0件

　　　 ３ [　]付き数字は、上告された事件で、外数である。

２－１９表　再審査・行政訴訟提起件数

５年 ６年 ７年

労働者側

使用者側

双　　方

計

労働者側

使用者側

双　　方

計

(注)　１ 「確定」とは、再審査申立て及び行政訴訟提起がなされなかったものをいい、令和７年については、　

　　　　　再審査申立て及び行政訴訟提起期間中のものを含んでおり、12月末現在の数字である。

　　　　　したがって、翌８年の再審査申立て及び行政訴訟提起により、数値が変更になることがある。

　　   ２ 令和６年には、再審査申立てと行政訴訟提起がともになされたものが１件あった。

再審査申立て

0 0 0
1 2

行政訴訟提起

0 2 1
1 0 1

3 1 2

14 13
2

確　　　定 9

8 20 20

12 8
10

4

35
1 7

命令・決定書交付 18 35
件　　数 件　　数 件　　数

命令・決定書交付年

翌年への繰越件数

終結件数

区           分

合計(係属件数）

前年からの繰越件数

提起件数
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（３）労働組合資格審査関係

３－１表　月別申請件数

５年 ６年 ７年

  １月 2 4.0 2 4.8 3 6.4
  ２月 4 8.0 0 0.0 3 6.4
  ３月 1 2.0 1 2.4 5 10.6
  ４月 4 8.0 2 4.8 3 6.4
  ５月 3 6.0 5 11.9 4 8.5
  ６月 5 10.0 7 16.7 1 2.1
  ７月 2 4.0 5 11.9 3 6.4
  ８月 3 6.0 0 0.0 5 10.6
  ９月 7 14.0 1 2.4 4 8.5
１０月 10 20.0 9 21.4 12 25.5
１１月 3 6.0 5 11.9 3 6.4
１２月 6 12.0 5 11.9 1 2.1

合　　　　計 50 100.0 42 100.0 47 100.0

３－２表　申請事由別申請件数

５年 ６年 ７年

　　不当労働行為救済申立て 44 88.0 39 92.9 41 87.2
　　法　　人　　  登　　記 4 8.0 2 4.8 4 8.5
　　委　　員　  　推　　薦 2 4.0 1 2.4 2 4.3
　　労働者供給事業許可申請 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　　計 50 100.0 42 100.0 47 100.0

（４）争議行為予告通知及び労働争議実情調査関係

４－１表　争議行為予告通知件数

通　　　知　　　先

大 阪 府 労 働 委 員 会

中 央 労 働 委 員 会 (4) (5) (3)
合　　　　計 (4) (5) (3)

（注）　中労委通知分のうち（　　）内の数字は、大阪府労働委員会を経由して中労委へ通知したもので内数である。　

４－２表　争議行為予告通知争議事項別件数

区                分

賃    上    げ (13) (13) (12)
賃 一    時    金 (13) (12) (9)
金 諸    手    当

等 そ    の    他

小　計 (26) (25) (21)
給 与 以 外 の 労 働 条 件

経 営 人 事 (1) (2)
そ の 他

合　　　　計 (26) (26) (23)
（注）　（　　）内の数字は、大阪府労働委員会通知分（争議地が大阪府内のみ）で内数である。　

比 率 ％

区                分
件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

区                分
件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数

５年 ６年 ７年

26 26 23
63 72 69
89 98 92

５年 ６年 ７年

48 54 55
33 31 29
0 0 0
5 7 2
86 92 86
0 0 1
3 6 4
0 0 1
89 98 92
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４－３表　争議行為予告通知公益事業別件数

46 (2) 55 (2) 53 (4)
4 5 5
0 1 1
39 (24) 37 (24) 33 (19)

　合　　　　　　計 89 (26) 98 (26) 92 (23)
（注）　（　　）内の数字は、大阪府労働委員会通知分（争議地が大阪府内のみ）で内数である。　

４－４表　労働争議実情調査状況　

前　　年　　繰　　越 12 14 16
新　　規　　開　　始 30 31 26

　　　　合　　　計 42 (0) 45 (0) 42 (0)
解　　　　　　　　　決 0 1 2
打　　 　切 　　　　り 27 28 26
あ っ せ ん 0 0 0

移 調 停 0 0 0
行 仲 裁 0 0 0
不 当 労 働 行 為 1 0 0

　　　　合　　　計 28 (0) 29 (0) 28 (0)
翌　　　年　　　繰　　　越 14 (0) 16 (0) 14 (0)

（注）　争議行為予告通知があったもので、主な労働争議場所が大阪府内にあるもの及び職業安定法第20条

　　　に係る通報依頼があったもの（カッコ書きで内数）について調査したものである。

４－５表　労働関係調整法第３７条違反被疑事件数　

前　　年　　繰　　越

使 用 者 申 立

新規 労 働 者 申 立

係属 そ の 他 （ 認 知 ）

小　　計 0 0 0
　　　　合　　　計 0 0 0
処　　罰　　件　　数

不 警 告

請求 そ の 他

翌　　年　　繰　　越

４－６表　労働関係調整法第３７条違反被疑事件公益事業別件数

　合　　　　　　計 0 0 0

      郵便・信書便・電気通信 0 0

区　　　　　　　　分 ５年 ６年

      運　  　            　　 　輸 0 0

      医  療  ・ 公  衆  衛  生 0 0

      水 道 ・電 気 ・ガス供給 0 0

終結
件数

0
0
0
0

取扱
件数

終
結
件
数

0
係属
件数

0
0
0

７年

      運　  　            　　 　輸

0 0

      郵便・信書便・電気通信

      水 道 ・電 気 ・ガス供給

      医  療  ・ 公  衆  衛  生

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

５年 ６年

５年 ６年

６年 ７年５年

0
0
0

0
0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0

７年

0
0

0

７年
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（５）個別労使紛争関係

５－１表　取扱状況

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

前 年 か ら の 繰 越 件 数 1 33.3 0 0.0 1 16.7
新 規 申 請 件 数 2 66.7 5 100.0 5 83.3
合 計 3 100.0 5 100.0 6 100.0
終 結 件 数 3 100.0 4 80.0 4 66.7
あ っ せ ん 解 決 2 66.7 2 50.0 4 100.0
打 切 り 1 33.3 2 50.0 0 0.0
取 下 げ 0 0.0 0 0.0 0 0.0
翌 年 へ の 繰 越 件 数 0 0.0 1 20.0 2 33.3

５－２表　産業分類別申請件数

件数 比率 ％ 件数 比率 ％ 件数 比率 ％

建 設 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
製 造 業 1 33.3 1 20.0 1 20.0
電気 ･ガス ･熱供給 ･水道業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
情 報 通 信 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
運 輸 業 、 郵 便 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
卸 売 業 、 小 売 業 0 0.0 0 0.0 2 40.0
金 融 業 、 保 険 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
学術研究、専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業 1 33.3 0 0.0 0 0.0
生活関連ｻｰﾋ ﾞ ｽ業、娯楽業 0 0.0 1 20.0 0 0.0
教 育 、 学 習 支 援 業 0 0.0 1 20.0 0 0.0
医 療 、 福 祉 1 33.3 1 20.0 1 20.0
複 合 サ ー ビ ス 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0
サ ー ビ ス 業 0 0.0 1 20.0 1 20.0
そ の 他 ※ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合  　　　　　　    計 3 100.0 5 100.0 5 100.0
※ その他は、「農業、林業」、「漁業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「公務」、「分類不能の産業」の合計とする。

区 分
５年 ６年 ７年

区 分
５年 ６年 ７年
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５－３表　あっせん事項別申請件数

件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％ 件　数 比 率 ％

　経営又は人事 2 66.7 4 33.3 5 55.6
1 33.3 0 0.0 1 11.1

整理解雇 0 0.0 0 0.0 0 0.0
普通解雇 1 33.3 0 0.0 1 11.1
退職強要 0 0.0 0 0.0 0 0.0
契約更新拒否、雇止め 0 0.0 0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 1 8.3 0 0.0

懲戒処分 0 0.0 1 8.3 0 0.0
懲戒解雇 0 0.0 0 0.0 0 0.0
その他の懲戒処分 0 0.0 1 8.3 0 0.0

1 33.3 0 0.0 3 33.3
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 2 16.7 1 11.1

　賃金等 0 0.0 2 16.7 1 11.1
0 0.0 1 8.3 1 11.1
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0

退職一時金 0 0.0 0 0.0 0 0.0
解雇手当 0 0.0 0 0.0 0 0.0
休業手当 0 0.0 0 0.0 0 0.0
諸手当 0 0.0 0 0.0 0 0.0
その他賃金 0 0.0 1 8.3 0 0.0
年金（企業年金・厚生年金等） 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　労働条件 0 0.0 2 16.7 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0
0 0.0 0 0.0 0 0.0

時間外労働 0 0.0 0 0.0 0 0.0
安全・衛生 0 0.0 0 0.0 0 0.0
福利厚生制度 0 0.0 0 0.0 0 0.0
社会保険 0 0.0 0 0.0 0 0.0
労働保険 0 0.0 0 0.0 0 0.0
その他労働条件等 0 0.0 2 16.7 0 0.0

　職場の人間関係 1 33.3 4 33.3 3 33.3
セクハラ 0 0.0 2 16.7 0 0.0
パワハラ・嫌がらせ 1 33.3 2 16.7 3 33.3

　その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0
3 100.0 12 100.0 9 100.0

（注）　１件の申請で複数の内容にわたるものがあるため、本表の合計は申請件数と一致しない。

７年

配置転換、出向・転籍

解雇

区              分
５年 ６年

合　　計

育児休暇・介護休暇

年次有給休暇

休日・休暇

労働時間

その他経営又は人事

勤務延長、再雇用

退職

復職

労働契約

一時金

賃金減額

賃金増額

賃金未払い
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